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評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：中華人民共和国 案件名：大気中の窒素酸化物総量抑制プロジェク

ト 

分野：環境管理 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：中華人民共和国事務所 協力金額（評価時点）：1 億 7,906 万円 

 

 

協力期間 

2013 年 3 月～2016 年 2 月 先方関係機関：環境保護部汚染物質排出総量抑制

司大気処、環境保護部環境規劃院、中国環境科学

研究院、環境保護部環境経済政策研究センター、

湘潭市の環境保護局 

 日本側協力機関：株式会社数理計画・公益財団法

人国際環境技術移転センター（JV） 

 他の関連協力：－ 

１-１ 協力の背景と概要 

 中華人民共和国（以下、「中国」）政府は、第 11 次五カ年計画（2005-2010）において、化

学的酸素要求量（COD）及び二酸化硫黄（SO2）に係る総量抑制の拘束性指標を設定し、それ

を達成するために様々な施策を講じており、著しい成果を達成してきた。しかし、窒素酸化

物（NOx）排出量の増加に伴い、NOx に起因する地域的複合型汚染が深刻になりつつある。第

12 次五カ年計画（2011-2015）では NOx を拘束性指標として追加し、今後の汚染対策の重点

分野としている。 

 中国の NOx の排出抑制の取り組みに関しては、省エネ・排出削減技術の進展とともに発電

所の低 NOx 燃焼技術及び排煙脱硝技術に関する研究・導入は進んでいる。しかしながら、技

術の多くは導入開始段階にあり、課題が山積し、稼動中の脱硝装置の多くも効果を十分発揮

しているとは言い難い。また、NOx 排出抑制に関する法規や政策は不十分であり、関連の経

済政策も整備されていないため、NOx の排出量は削減されるどころか、かえって増加傾向に

あり、それにより生じる環境問題もより深刻になっている。かかる背景の下、中国政府は日

本の NOx 削減に関する経験を踏まえつつ、中国の NOx 総量抑制対策を促進するため、環境保

護部汚染物質排出総量抑制司（以下、総量抑制司）を申請機関として、「大気中の窒素酸化

物総量抑制プロジェクト（以下、「本プロジェクト」）」を日本に対して要請した。本プロジ

ェクトの実施により、中国の NOx 排出削減に係る技術面、政策・制度面の支援が進められ、

関連人材が育成されることにより、大気汚染分野の既往円借款案件の開発効果増大に寄与す

る効果が期待される。 

 その後、本プロジェクトは、2012年 4月 6日に日中双方で合意した討議議事録（R/D: Record 

of Discussion）に基づき、2013 年 3 月から 3年間の予定で開始された。 

 今般、プロジェクト開始から約 1 年 8カ月が経過し、プロジェクトの中間地点に差し掛か

ることから、JICA は日中合同の評価形式による中間レビュー調査を実施した。本調査では、



 
 

目標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクト後半の課題及び今後の方向性につい

て確認し、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的とした。 

 

１- ２協力内容 

 

（１）上位目標：先進的な NOx 抑制技術及び抑制手法が幅広く活用される。 

（２）プロジェクト目標：NOx 抑制手法が改善される。 

（３）成果  

 1）NOx 抑制技術の施設への導入準備が進み、作成した技術ガイドラインが活用される。

 2）大気汚染物質拡散シミュレーションの実施を通じて、NOx 抑制効果の把握手法が改善さ

れる。 

 

（４）投入（評価時点） 

日本側：総投入額 1 億 7,906 万円 

長期専門家派遣     -名 機材供与        1 億 993 万円 

短期専門家派遣     12 名 ローカルコスト負担   811 万円 

研修員受入       31 名 その他         なし 

相手国側：  

カウンターパート配置  32 名 機材購入        なし 

土地・施設提供        ローカルコスト負担   不明 

その他 

 

２. 評価調査団の概要 

調査者 【日本側】 

総括：JICA 中華人民共和国事務所次長 宮崎卓 

環境管理：JICA 国際協力専門員 青山道信 

協力企画：JICA 中華人民共和国事務所 高田千瑛 

評価分析：㈱アースアンドヒューマンコーポレーション 金子眞知 

【中国側】 

団長：環境保護部汚染物質排出抑総量制司大気処処長 厳剛 

団員：環境保護部汚染物質排出総量抑制司大気処 王鳳 

団員：環境保護部環境規劃院 宋暁暉 

調査期間 2014 年 10 月 26 日～11 月 7 日 評価種類：中間レビュー調査 

 

３.評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 



 
 

（１）成果１：成果 1は、一部の活動に遅れがあるものの、全体としては概ね計画通りに進

んでいるものと判断される。成果１にかかる各指標の達成状況は以下の通りである。 

指標 達成状況 今後の見通し 

指標 1-1： 

中国の NOx 抑制技

術の現状と課題の

認識が深まる。 

活動進捗にやや遅れがあるものの、概ね計

画通りに進んでいる。 

NOx 抑制技術ガイドラインの対象分野と

しているセメント、鉄鋼、石炭火力及び工

業用ボイラについて、中国環境規劃院によ

る文献調査や専門家会合のほか、現地調査

を通じて情報収集を行っている。 

専門家会合などを通じて情報

を収集するとともに、湘潭市

のモデル企業で実施している

技術的アドバイスの過程に

て、新たに抽出された課題も

含め、NOx 抑制技術ガイドラ

インに反映させる予定であ

る。 

指標 1-2： 

活動 1-10 の結果

が企業によって受

け入れられる。 

活動進捗にやや遅れがあるものの、概ね計

画通りに進んでいる。 

セメント、鉄鋼焼結炉については、排ガス

測定結果を用いて、NOx 排出削減に関する

改善策の提案を行っている。また、工業用

ボイラでは新たに脱硝装置が導入される

にあたり、仕様書に含むべき事項等の留意

点について指導を実施した。 

提案内容に基づく企業の疑問

や新たな課題、要望応じて、

引き続き企業の NOx 抑制対策

検討に資するアドバイスを継

続していく予定である。 

指標 1-3： 

NOx 抑制技術ガイ

ドライン（案）が

関連行政機関、企

業等で参照され

る。 

活動進捗にやや遅れがあるものの、概ね計

画通りに進んでいる。 

NOx 抑制技術ガイドラインでは、環境保護

部での NOx 抑制に関する活動を促進し、技

術導入検討時の活用性を向上させるため、

より多くのケーススタディを示すなどの

工夫を行っている。 

各分野に詳しい専門家や企業

担当者からの意見を反映さ

せ、NOx 抑制技術ガイドライ

ンの活用性を更に高めていく

予定である。なお、同ガイド

ラインは、2015 年 5 月に最終

稿案が完成し、2015 年 9月の

ワークショップで発表される

予定である。 

 

（２）成果２：全体としてはやや遅れが見られるものの、今後は中国側の理解度が高まるこ

とで、計画通りに進んでいくものと判断される。成果２にかかる各指標の達成状況は以下の

通りである。 

指標 達成状況 今後の見通し 

指標 2-1：  

湘潭市の大気汚染

状況が的確に把握

される。 

活動進捗にやや遅れがあるもの

の、概ね計画通りに進んでいる。

大気環境濃度の解析により大気汚

染状況が把握された。 

第 2年次中に、拡散シミュレーション

モデルにより、汚染源種類別の寄与を

把握する予定である。 

指標 2-2：  

シミュレーション

が実施され、湘潭

市のNOx 抑制計画

の効果が把握され

る。 

活動進捗にやや遅れがあるもの

の、概ね計画通りに進んでいる。

固定発生源排出インベントリにつ

いては計算が可能となっている。

移動発生源排出量については一部

代替データを用いて拡散シミュレ

ーションモデルの利用が可能とな

第 2年次中に、NOx 抑制計画の実施前

および対策後について予測し、比較を

行う予定である。 



 
 

っている。 

指標 2-3：  

NOx に係る統計手

法、モニタリング

手法に係る検討結

果が取りまとめら

れる。 

活動進捗にやや遅れがあるもの

の、概ね計画通りに進んでいる。

大気環境濃度データの統計的解析

について検討した。 

統計手法の検討結果については、第 2

年次に取りまとめられる予定である。

モニタリング手法については、第 3年

次に検討する予定である。 

指標 2-4： 

NOx 抑制効果把握

手法に係るハンド

ブック（案）が作

成される。 

活動進捗にやや遅れがあるもの

の、概ね計画通りに進んでいる。

NOx 排出効果把握手法に関するハ

ンドブック案の目次を協議・合意

した。 

NOx抑制効果把握に必要な拡散シミュ

レーションモデルの地方政府への普

及に向けて、湘潭市での具体的な拡散

シミュレーションモデルの構築方法

を含むハンドブックの第 1案を 2015

年 3 月までに作成する予定である。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性：中国においては、現行の十二・五計画における NOx 排出総量規制の目標達成

に加え、プロジェクト開始時点よりもより厳格化した各産業における NOx 排出量削減への対

応が、行政側および企業側に求められている。このため、本プロジェクトの実施は、中国側

の政策、及び開発ニーズと整合しており、妥当性は高いといえる。 

 

（２）有効性：プロジェクト目標の指標にかかり、環境保護部には NOx 抑制技術に係る経験

が段階的に集約されつつある。特に、排ガス脱硝技術の新規導入だけでなく、燃料改善と燃

焼改善を組み合わせた方法を用いることにより、既存施設における省エネや NOx 削減を同時

に達成するという日本側専門家の技術アドバイスは、企業側の NOx 対策のニーズに応えたも

のであり、環境保護部に適用性の高い NOx 抑制技術の経験を集約する材料となっている。 

 成果１の重要な成果物となる「NOx 抑制に係る技術ガイドライン」は、現在作成が進めら

れているが、引き続き、環境保護部の NOx 抑制活動を促進する上での適用性と実用性が高い

技術ガイドラインとなるよう、更なる改善が求められる。成果 2 にかかる NOx 抑制効果把握

手法の改善についても、環境規劃院及び湘潭市環境保護局の職員を対象として、日本側から

の技術指導が行われ、各担当者の能力は向上している。今後も、シミュレーションの結果を

政策立案に活用できるよう能力強化を継続することにより、プロジェクトの終了までには、

一定レベルに達する見込みはあると判断する。さらに、プロジェクト成果を広く周知するた

めのワークショップについては、今後、講師を担う人材育成を急ぐと同時に、日中が協力し

て残された課題に取り組むことができれば、プロジェクト目標は、プロジェクト協力期間終

了までに概ね達成されることが見込まれ、有効性は高いと判断する。 



 
 

 

（３）効率性：本プロジェクトの投入は、上記の成果に対して適切であり、特に本邦研修は、

プロジェクトの成果と目標の達成に大きく貢献しているため効率性は高いと判断される。 

 

（４）インパクト：上位目標について、環境保護部は、プロジェクトの成果品を用いて、地

方行政への NOx 抑制技術の普及に取り組んでいきたいと考えている。このため、プロジェク

ト終了後に、これら成果物が正式出版物として作成される可能性は高いと推測される。また、

中国政府は今後も積極的に大気汚染対策に取り組むことが予測される中、地方都市への NOx

抑制手法の普及に対するニーズは高まっており、プロジェクトの成果が、ワークショップ等

を通じて、継続的に活用されていくことが期待される。このため、中間レビュー時点の判断

として、インパクトはやや高いとする。 

 

（５）持続性：NOx 抑制技術ガイドラインには中国の地方都市に所在する企業のニーズが高

い省エネに貢献する抑制技術を含めていく方針であり、企業側に受け入れ可能な技術である

と考えられる。また、全国に NOx 抑制効果把握手法を普及する必要性については、環境保護

部は理解しており、プロジェクト終了後も幅広く普及されていくことが期待される。一方で、

今後、環境保護部は地方関係機関を支援していく立場にあるため、NOx 抑制手法の利用拡大

に必要な人員の増強、及び地方の環境保護局の人材育成・体制強化・機材整備を図っていく

必要がある。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

・排ガス脱硝技術の新規導入だけでなく、燃料改善と燃焼改善を組み合わせた方法を用いる

ことにより、省エネや NOx 削減を同時に達成するという日本側専門家の技術アドバイスは、

環境保護部側に企業側の NOx 対策のニーズを示す好材料となっており、プロジェクト目標や

上位目標の達成に貢献するものとして評価できる。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

・湘潭市環境保護局からは、日本側専門家の技術指導を受けるために、固定発生源、移動発

生源、大気質データ整理、シミュレーションに係る各分野に担当者を配置し、各担当者の技

術能力は向上している。その一方で、業務全体を把握・統括する人材が不足しているため、

最終的な目的を十分に理解できていない面があるとの意見が出された（終了時評価時点で持

続性への影響を確認することとする）。 

 

３-５ 結論 

 上記３‐２の評価５項目による評価結果を踏まえると、本プロジェクトは活動進捗にやや

遅れがみられるものの、達成に向けて活動実績を積み重ねており、当初予定した 2016 年 2



 
 

月のプロジェクト協力期間の終了までに、プロジェクトの目標は達成されるものと判断され

る。 

 

３-６ 提言 

（１）協働体制の強化 

 環境保護部総量抑制司及び環境規劃院は、プロジェクト前半部分の成果を有効活用できる

よう、引き続きプロジェクトのモニタリング及び成果発現に関与することが求められる。ま

た、中国側からは、ニーズの変化を踏まえたプロジェクトの実施について要望があった。こ

のため、中国側は日本側専門家に積極的にニーズを発信するとともに、日本側専門家はそれ

をプロジェクト活動に反映させていていくことが重要である。 

 

（２）適用性と実用性の高い「NOx 抑制に係る技術ガイドライン」の作成 

 NOx 抑制に係る技術ガイドラインが現場で広く活用されるために、中国側は更に緊密にこ

れまでのニーズに応じて研究を深めるとともに、設備中心の抑制技術の導入のみならず、中

国の窒素酸化物排出削減の進展状況に合わせながら、モデル企業との活動で得られたプロジ

ェクトの成果である省エネ管理、低 NOx 燃焼等の実践的かつ運用管理型指向のソフトウェア

的な NOx 抑制手法にも焦点を当て、より適用性と実用性の高い技術ガイドラインの作成を目

指すことが重要である。 

 また、技術ガイドライン（案）に対するコメントを中国側から聴き取る機会を事前に設定

する必要がある。 

 なお、湘潭市環境保護局からは、国からの基準目標が提示される際に、対応可能な技術の

事例として技術ガイドラインを推奨することが有効ではないか、との意見も出された。また、

環境保護部が毎年実施する研修セミナーを使って、最終版技術ガイドラインを継続的に普及

していくことも、上位目標の達成に貢献する。プロジェクト期間中に、普及方法について十

分に確認することが重要である。 

 

（３）技術交流セミナー、ワークショップの開催 

 2014 年 12 月 5 日に実施予定の技術交流セミナーは、環境保護部と日本側専門家との共催

により、部、省、企業からの参加を想定している。日本側からは、省エネ対策等の企業側に

有用な対策が盛り込まれているため、技術交流セミナーを通じて、多くの企業にこれらの対

策を普及することを期待している。本プロジェクトの中間地点における成果を示す重要な機

会であることから、日本側と中国側の協力の上で、可能な限り多くの地方政府と企業が集ま

るよう、準備をしていくことが重要である。 

 また、「NOx 抑制に係る技術ガイドライン（案）」と「NOx 抑制効果把握手法に係るハンド

ブック（案）」を広く周知するためのワークショップは 2015 年 9 月頃に実施される予定であ

る。同ワークショップの開催は、プロジェクトの成果を発表すると同時に、地方政府への普



 
 

及を図る上で重要な役割を果たすことになる。プロジェクトでは、今後、ワークショップの

講師の育成を急ぐ必要があるため、日中双方が協力し、これに取り組む必要がある。なお、

ワークショップの実施にあたっては、内容、効果、及び参加者の選定等について日中双方で

の事前協議を行うことが重要である。 

 

（４）湖南省内の企業への普及 

 現在プロジェクトは、湘潭市のモデル企業に対して技術的アドバイスを実施しているが、

プロジェクト成果を水平展開させる手法や中国企業がNOx対策を導入する上での課題を抽出

した結果からより多くのフィードバックを得ていくためには、湘潭市以外の湖南省内の企業

へ技術アドバイスを実施することが重要である。このため、プロジェクトの残り期間におい

ては、湖南省環境保護庁のプロジェクトへの参加を求め、湖南省内におけるプロジェクト成

果の普及を実施することは、プロジェクト目標及び上位目標をより高いレベルで達成する上

で重要であると判断する。 

 

（５）湘潭市環境保護局におけるシミュレーションモデルの実施体制の強化、及びシミュレ

ーション結果の政策立案への活用 

 湘潭市環境保護局によると、シミュレーションモデルの実施体制として、固定発生源、移

動発生源、大気質データ整理、及びシミュレーションに係る各分野に担当者を配置した。日

本人専門家から各分野の担当者に対してワークショップや個別指導を通じて技術移転を行

うことにより、各担当者の技術能力は向上している。その一方で、シミュレーション結果を

分析し、分析結果に基づき湘潭市の環境政策策定へのフィードバックに向けた業務の全体像

を把握・統括する人材が配置できていない、との意見が出された。このため、今後は、最終

的なシミュレーション業務の目的に対する理解と人員配置の不足を解消していく必要があ

る。 

 また、ハンドブック等を実際に使う部門である地方環境保護局の職員が新しい技術を習得

するには十分な研修期間と分かりやすい教材（操作指針等）が必要であるが、同時に中国側

もシミュレーションを本来業務として取り組む体制を整備する必要がある。ハンドブックの

内容のみならず、地方の環境保護局の実情も踏まえた地方への普及体制について、日本側専

門家と環境保護部の間で協議することが求められる。 

 以上、プロジェクトの残り期間においては、各担当者の能力向上とともに、シミュレーシ

ョンの実施及びその結果に基づく政策立案への反映が湘潭市環境保護局主体で実施できる

よう、組織体制の能力向上にも取り組むことが重要である。 

 

（６）シミュレーションモデルの技術移転 

 本プロジェクトでは、シミュレーションの技術移転を行うためにダミーデータを使ってト

レーニングを実施している。このため、現時点においては、プロジェクトの成果である「湘



 
 

潭市におけるシミュレーションモデルの構築・実施・NOx 削減効果の把握」といった活動が

実施できていない。また、シミュレーションを運用するためのハンドブックや操作指針の整

備が遅れ、中国側への体系的なトレーニングも完了していない状況の中、中国側によるシミ

ュレーションの実施の目処も立っていない状況にある。プロジェクトの残り期間では、湘潭

市環境保護局がシミュレーションモデルを使用し、濃度削減の効果を検証できるレベルにま

で技術指導の強化に善処していくことが求められる。 

 

（７）廃棄物焼却施設及びセメント業における廃棄物利用に係る NOx 対策 

 湘潭市環境保護局から、廃棄物焼却処理施設に係る NOx 排出削減、及びセメント工場にお

ける廃棄物処理に係る NOx 抑制（セメント燃焼工程での NOx 抑制）技術について取り組みた

いとの意向が示されたことを踏まえ、これらの技術アドバイスに関する本プロジェクト期間

内の実施可能性について今後検討することとする。尚、湘潭市環境保護局では、日本環境省

と環境保護部汚染物排出総量抑制司の別事業を実施中であることから、引き続き、双方の活

動内容等について情報共有を行いながら進めることが重要である。 

 

（８）プロジェクトの実施体制 

 本プロジェクトの計画策定段階では、ガイドラインの政策部分のカウンターパートとして

環境保護部環境経済政策研究センターの参加を予定していたが、環境規劃院で十分に担うこ

とができるため、同センターを実施体制から外したいとの申し出を環境保護部総量抑制司よ

り受けた。この点について日中双方で確認の上、対応することを提案する（中間レビューに

よる提言を受けて、日中双方にて環境保護部環境経済政策研究センターをカウンターパート

機関から除外することで合意済み）。 

 

 



 

第 1 章 中間レビュー調査の概要 

 

1-1 協力の背景と調査団派遣の目的 

中華人民共和国（以下、「中国」）政府は、第 11 次五カ年計画（2005-2010）において、

化学的酸素要求量（COD）及び二酸化硫黄（SO2）に係る総量抑制の拘束性指標を設定し、そ

れを達成するために様々な施策を講じており、著しい成果を達成してきた。しかし、窒素

酸化物（NOx）排出量の増加に伴い、NOx に起因する地域的複合型汚染が深刻になりつつあ

る。第 12 次五カ年計画（2011-2015）では NOx を拘束性指標として追加し、今後の汚染対

策の重点分野としている。 

中国の NOx の排出抑制の取り組みに関しては、省エネ・排出削減技術の進展とともに発

電所の低 NOx 燃焼技術及び排煙脱硝技術に関する研究・導入は進んでいる。しかしながら、

技術の多くは導入開始段階にあり、課題が山積し、稼動中の脱硝装置の多くも効果を十分

発揮しているとは言い難い。また、NOx 排出抑制に関する法規や政策は不十分であり、関連

の経済政策も整備されていないため、NOx の排出量は削減されるどころか、かえって増加傾

向にあり、それにより生じる環境問題もより深刻になっている。かかる背景の下、中国政

府は日本の NOx 削減に関する経験を踏まえつつ、中国の NOx 総量抑制対策を促進するため、

環境保護部汚染物質排出総量抑制司（以下、総量抑制司）を申請機関として、「大気中の窒

素酸化物総量抑制プロジェクト（以下、「本プロジェクト」）」を日本に対して要請した。本

プロジェクトの実施により、中国の NOx 排出削減に係る技術面、政策・制度面の支援が進

められ、関連人材が育成されることにより、大気汚染分野の既往円借款案件の開発効果増

大に寄与する効果が期待される。 

その後、本プロジェクトは、2012年4月6日に日中双方で合意した討議議事録（R/D: Record 

of Discussion）に基づき、2013 年 3 月から 3年間の予定で開始された。 

今般、プロジェクト開始から約 1 年 8 カ月が経過し、プロジェクトの中間地点に差し掛

かることから、JICA は日中合同の評価形式による中間レビュー調査を実施した。本調査で

は、目標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクト後半の課題及び今後の方向性

について確認し、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的とした。 

 

評価の目的は以下のとおりである。 

(1) PDM や活動計画（Plan of Operation: PO）に基づき、プロジェクトの中間地点におけ

る投入実績、活動内容、計画達成度を調査・確認して、プロジェクトの実績の検証を

行い、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から評価

する。 

(2) 上記結果を踏まえながら、日中関係者双方で改めてプロジェクト目標を確認するとと

もに、今後のプロジェクトの活動方針、各課題への対処方針を検討し、日中両国政府

及び関係当局に報告・提言する。必要に応じてプロジェクト計画（PDM、PO）の修正案
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を作成する。 

(3) 日中合同評価報告書及びプロジェクト計画について協議議事録（ミニッツ）にとりま

とめ、双方で署名する。 

(4) 類似案件への教訓を抽出する。 

 

 

1-2 調査団の構成と調査期間 

(1) 調査団の構成 

中国側 

 氏 名 職 位 所    属 

1 厳 剛 団長 環境保護部汚染物質排出総量抑制司大気処 処長 

2 王 鳳 団員 環境保護部汚染物質排出総量抑制司大気処 

3 宋 暁暉 団員 環境保護部環境規劃院 

 

日本側 

 氏 名 分 野 所    属 

1 宮崎 卓  総括 JICA 中華人民共和国事務所 次長 

2 青山 道信 環境管理 JICA 国際協力専門員 

2 高田 千瑛  協力企画 JICA 中華人民共和国事務所 

4 金子 眞知 評価分析 ㈱アースアンドヒューマンコーポレーション 

 

 

(2) 調査期間 2014 年 10 月 26 日から 11 月 7 日 

 

  
宮崎 青山 高田 金子 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

専門家 

1 10月26日 （日） - 
  

- 東京→北京 
 

2 10月27日 （月） 
団内協議  団内協議 

- インタビュー調査① 

3 10月28日 （火） - インタビュー調査② 

4 10月29日 （水） 
- インタビュー調査③ 

団内協議 団内協議 

5 10月30日 （木） 
 東京→北

京→湘潭
北京→湘潭 

6 10月31日 （金） インタビュー調査④、現場視察 
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7 11 月 1 日 （土） MM・評価レポート作成、協議 

8 11 月 2 日 （日） MM・評価レポート作成、協議 

9 11 月 3 日 （月） 
インタビュー調査⑤ 

湘潭→北京 

10 11 月 4 日 （火） 団内協議 評価レポート作成、団内協議 

11 11 月 5 日 （水） 評価レポート協議 

12 11 月 6 日 （木） 
AM：評価報告書及びミニッツ最終調整 

PM：合同評価報告書及びミニッツ署名 

13 11 月 7 日 （金） - 北京→東京 - 北京→東京  

インタビュー調査： 

①環境保護部総量司（合同評価者）、②環境保護部環境規劃院、環境科学研究院、 

③専門家チーム、④湘潭市企業（湘潭鋼鉄、中材セメント、電化廠）、⑤湘潭市環境保護局 

 

 

1-3 対象プロジェクトの概要 

 

プロジェクト名 大気中の窒素酸化物総量抑制プロジェクト 

プロジェクト期間 2013 年 3 月～2016 年 2 月 

予算額 約 2.7 億円 

対象地域 中国の都市部 

（NOx 抑制効果把握のための大気シミュレーションを実施する都

市：湖南省湘潭市） 

関係機関 1. 環境保護部汚染物質排出総量抑制司大気処 

2. 環境保護部環境規劃院 

3. 中国環境科学研究院 

4. 環境保護部環境経済政策研究センター 

5. 湘潭市の環境保護局 

上位目標 先進的な NOx 抑制技術及び抑制手法が幅広く活用される 

プロジェクト目標 NOx 抑制手法が改善される 

成果 成果 1：NOx 抑制技術の施設への導入準備が進み、作成した技術ガイ

ドラインが活用される 

成果 2：大気汚染物質拡散シミュレーションの実施を通じて、NOx 抑

制効果の把握手法が改善される 
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第 2 章 中間レビュー調査の方法 

 

2-1 調査項目 

(1) プロジェクト実績の確認 

本中間レビュー調査は、2014 年 5 月に改訂された PDMVer.31（付属資料１参照）に基づき、

投入実績、活動内容、計画達成度を調査・確認し、あわせて、各活動の実施にあたっての

問題点と対処案を検討する。 

 

(2) 実施プロセスの確認 

プロジェクトの実施プロセスやプロジェクト目標及び成果等の達成状況を確認する。 

 

(3) 提言・教訓の抽出 

確認された実績に関して、以下の評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）の観点から評価・分析を行う。 

 

1）妥当性 

プロジェクトが中国側のニーズに合致しているか、また、手段が適切に設定されてい

るかを分析する。 

 

2）有効性 

プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに達成見込みであるかどうか、またプロ

ジェクト活動の成果を出すことがうまくプロジェクト目標達成に貢献しているかどうか

を判断する。 

 

3）効率性 

主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、投入が有効に活用されているか

を分析する。 

 

4）インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果の見込み

があるかを分析する。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

 

5）持続性 

協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあるかを分析す

                                                  
12014 年 5 月において、PDM を ver.3 に改定することが JCC にて合意された。主な変更点は、活動分野

の追加である。 
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る。 

 

（4）提言の抽出 

上記の調査結果に基づき、プロジェクトの効果をさらに高めるために、プロジェクトの

残り期間に追加すべき活動がないか提案する。 

 

2-2 データ収集の方法 

 本調査に使用するデータ・情報は、文献調査、質問票調査、関係者からの聞き取り調査、

そして直接観察を通じて収集した。それぞれの詳細は以下の通りである。 

 

表 主なデータ収集源 

収集方法 情報源 

文献調査 詳細計画策定調査報告書（2012 年 4 月） 

プロジェクト事業進捗報告書(1)～(3)（2013 年 10 月～2014 年 9 月） 

質問票 JICA 専門家 

環境保護部汚染物質排出総量抑制司大気処 

環境保護部環境規劃院 

湘潭市環境保護局 

インタビュー JICA 専門家 

環境保護部汚染物質排出総量抑制司大気処 

環境保護部環境規劃院 

中国環境科学研究院 

湘潭市環境保護局 

中材湘潭セメント有限公司 

湖南華菱湘潭鋼鉄有限公司 

湘潭電化集団 

現地視察 中材湘潭セメント有限公司 

湖南華菱湘潭鋼鉄有限公司 

湘潭電化集団 
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第 3 章 プロジェクトの実績の検証 

 

3-1 投入の実績 

日中双方は、本プロジェクトの実施に必要な人員を配置するとともに、日本人専門家と

環境規劃院が協力し、プロジェクト全体の調整や事務業務に必要となる人的・物的・財政

的な投入を継続している。 

日本側は、プロジェクト開始（2013 年 3 月）から中間レビュー時（2014 年 11 月）まで

に、大気汚染対策、低 NOx 燃焼・脱硝技術、大気質・気象データ分析、固定発生源排ガス

測定／固定発生源排出インベントリ、移動発生源排出インベントリ、拡散シミュレーショ

ン、大気汚染対策補助等の専門家を 10 名派遣し、計 43.74MM（中間レビュー時）の人的投

入を行ってきた。また、日本の NOx 抑制技術及び NOx 抑制効果把握に係わる本邦研修を中

国側関係者に対して実施したほか、環境規劃院と湘潭市環境保護局の能力強化を目的とし

た機材供与にかかる投入を行っている。 

中国側は、総量抑制司、環境規劃院、中国環境科学研究院、及び湘潭市環境保護局の各

機関からカウンターパートを配置するとともに、技術を導入するモデル企業として湘潭市

の中材湘潭セメント有限公司、湖南華菱湘潭鋼鉄有限公司、湘潭電化集団がプロジェクト

に参加している。 

日中双方の投入の概要は、別添資料 5 投入実績に示す。 

 

3-2 成果の達成状況 

本プロジェクトの成果と活動は、下表に示す通りであり、成果 1「NOx 抑制に係る技術

ガイドラインを作成し、作成した技術ガイドラインが活用される」と成果 2「大気汚染物質

拡散シミュレーションの実施を通して、NOx 抑制効果把握手法が改善される」の達成を通

じて、本プロジェクトの目標「NOx 抑制手法が改善される」が達成される計画となってい

る。 

 

成      果 活         動（●中国側主導、▲日本側主導、★日中共同） 

成果 1： NOx 抑制に

係る技術ガイドライ

ンを作成し、作成した

技術ガイドラインが

活用される。 

1-1 中国の NOx 対策の現状のレビューを行う● 

1-2 日本を含む世界における NOx 抑制技術を取りまとめる▲ 

1-3 日本の NOx 抑制技術に係わる本邦研修を実施する▲ 

1-4 活動 1-3 の結果を踏まえ、日本の NOx 抑制基準・技術メニューのファ

クトシートを作成する★ 

1-5 中国の NOx 抑制技術のニーズを分析する● 

1-6 中国における NOx 抑制技術導入の実行可能性を検討する● 

1-7 環境省策定の「NOx 排出削減対策技術の導入に係るガイドライン

(2013.3)」を参考にし、NOx 抑制に係る技術ガイドラインの初稿を作成

する。★ 

1-8 日本の NOx 抑制技術セミナー・技術交流会を行う▲ 

1-9 主にセメント・鉄鋼等 NOx 排出の多い業界から NOx 抑制技術導入候
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補企業を選定する● 

1-10 選定された候補企業に対し、エンジニアリング設計・調達・建設(EPC)

に向けた準備において技術的アドバイスを行い、NOx 抑制技術の導

入モデルを展開するために、選定された候補企業を指導する▲ 

1-11 NOx 抑制に係る技術ガイドラインを整備し、最終稿を仕上げる★ 

1-12 行政職員及び企業関係者を対象とした、技術ガイドラインの内容を広

く周知するためのワークショップを開催する★ 

成果 2： 大気汚染物

質拡散シミュレーシ

ョンの実施を通して、

NOx 抑制効果把握手

法が改善される。 

2-1 日本の NOx 抑制効果把握に係わる本邦研修を実施する▲ 

2-2 湘潭市の既存データの収集および基本解析を実施する● 

2-3 汚染構造、汚染特質を解析する● 

2-4 シミュレーションに必要な気象データを解析する● 

2-5 シミュレーションのための固定発生源、移動発生源の排出量を算定す

る● 

2-6 湘潭市の大気質に適したシミュレーションモデルを構築する★ 

2-7 湘潭市が計画している NOx 抑制の大気質濃度低減効果をシミュレー

ションで把握する★ 

2-8 シミュレーションを通じて、NOx に係る統計手法、モニタリング手法(モ

ニタリングポイントの配置の最適化等を含む)のあり方を検討する★ 

2-9 日本の NOx 抑制手法および政策の実践に係わる本邦研修を実施す

る▲ 

2-10 既存の環境省策定の「中国における NOx 総量削減計画立案ハンドブ

ック(2012.3)」を参考にし、NOx 抑制効果把握手法に係るハンドブック

（案）を作成する★ 

2-11 湘潭市及び他地域の行政職員を対象とした、ハンドブックの内容を広

く周知するためのワークショップを開催する★ 

 

3.2.1 各成果の達成状況 

（1）成果１ 

成果 1：NOx 抑制に係る技術ガイドラインを作成し、作成した技術ガイドラインが活用さ

れる。 

（指標） 

1-1：中国の NOx 抑制技術の現状と課題の認識が深まる 

1-2：活動 1-10 の結果が企業によって受け入れられる 

1-3：NOx 抑制技術ガイドライン（案）が関連行政機関、企業等で参照される 

 

成果 1 は、一部の活動に遅れがあるものの、全体としては概ね計画通りに進んでいるも

のと判断される。以下に、各活動の進捗状況を示す。 

 

成果１の実施体制 

成果 1 の実施体制として、当初計画通りに環境規劃院、技術導入候補企業及び日本側専

門家で構成されるワーキンググループが設置されており、行政官だけでなく、技術導入企

業（モデル企業）の能力向上に取り組む体制が整備されている。また、湘潭市環境保護局
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についても、日本側専門家との現地活動を通じてワーキンググループに参画しており、情

報共有及び能力向上の場となっている。 

 

現状把握と適用可能技術の検討 

日本側専門家と中国側専門家による専門家会合、及びモデル企業に対する現地視察等を

通じて、セメント、鉄鋼、石炭火力発電の各業界における NOx 対策の現状レビュー（活動

1-1）、日本を含む世界における NOx 抑制技術の取りまとめ（活動 1-2）NOx 抑制技術のニ

ーズ分析（活動 1-5）及び中国における NOx 抑制技術導入の実行可能性の検討（活動 1-6）

が進められている。また、第 2 年次からは、環境規劃院からの要望を受けて、工業用ボイ

ラ（石炭燃焼ボイラ）について現状レビュー、及び NOx 抑制技術とニーズの取りまとめに

かかる技術指導が行われている。工業用ボイラを使用している産業分野は多岐に亘るため、

各分野に広く導入されているボイラを網羅できるよう留意している。これら活動のうち、

活動 1-2 と活動 1-6 については、活動進捗にやや遅れがみられるが、中国の現場状況に即し

た実用的な「NOx 抑制に係る技術ガイドライン」を作成するためには、現状を十分に把握

したうえで、適用可能な技術を検討する必要があることから、日本側から中国側に対する

技術指導を適宜行いつつ、丁寧に進められている。このため、現状の遅れは問題ないもの

と判断する。 

なお、プロジェクトが実施する各種セミナーや専門家会合は、中国側からのニーズの高

い先端 NOx 抑制技術の紹介や日本側専門家の経験・知見の共有を行う場として有効に機能

しており、日本人専門家と直接交流しながら各種技術を学ぶ機会として、中国側より高い

評価を得た。 

 

NOx 抑制に係る技術ガイドライン 

NOx 抑制に係る技術ガイドラインの作成は、上記の活動 1-1、活動 1-2、活動 1-5、活動

1-6、及び日本の環境省作成のガイドラインを参考として、最終稿の策定（活動 1-11）が進

められている。当該技術ガイドラインは、本プロジェクトの成果を中国の行政部門・産業

部門の NOx 対策に関する能力向上につなげること、及び中国の環境保護担当部局が NOx

削減計画を達成するための活動の指針・参考書として活用されることが期待されている。

一方で、環境規劃院からは、地方政府職員が企業に対して NOx 対策を指導する際の指南書

2として、技術ガイドラインを活用したいとの要望が出された。このため、本プロジェクト

の成果を中国の幅広い層で活用できるものとすること、及びより実用的なガイドラインと

することは日中の共通目標でもあることから、参考書と指南書の両方を兼ねた技術ガイド

ラインの構成となるよう目次案の検討を日中で行い、初稿の作成を第 1 年次に終えている。 

                                                  
2日本における「ガイドライン」の意味は参考書的な意味合いが強いが、中国においては、法的拘束力はな

いものの指導的意味合いが強い性格のものとなっている。このため、日本の環境省策定のガイドラインの

中文訳は「手冊（ハンドブック）、便覧」としている。 

8



 

なお、技術ガイドライン初稿の取りまとめ作業にあたっては、中国の各分野専門家との

意見交換を行うための専門家会合に加えて、日本側専門家、環境規劃院及び湘潭市環境保

護局との 20 回にも及ぶ打合せが実施されている。また、2014 年 5 月に実施された NOx 抑

制技術セミナー（活動 1-8）では、環境規劃院から中国の NOx 抑制対策の現状や技術ガイ

ドラインに期待する内容や効果に対する発表が行われ、これまでのプロジェクト成果を確

認する機会となっている。 

今後は、技術ガイドライン最終稿に向けて作業速度を高めていく必要があるが、日本側

と中国側との交流を深めていく中で、中国の実情に合わせた技術ガイドラインへと仕上が

っていくものと期待される。技術ガイドラインは、2015 年 9 月に実施予定のワークシップ

（活動 2-12）において、中国側関係者に広く周知される予定である。また、総量抑制司か

らは、環境保護部が毎年実施する研修セミナーを使って、最終版技術ガイドラインの発表

以降に実施する研修においても、それを活用した講義を行うことが可能であるとの意見を

得た。 

 

本邦研修の実施 

本プロジェクトでは、本邦研修（活動 1-3）（活動 1-4）が重要な活動の一つとして位置づ

けられており、複数の環境保護部門から総量抑制に従事する関係者が参加している。中国

側からは、同研修の効果は非常に高いとの評価を得た。具体的には、企業の技術導入の根

拠となる日本の法体制（NOx 総量規制）や企業現場における NOx 抑制技術を学んだこと

が、先端技術の導入のみならず、運転管理の重要性を認識する機会となっている。特に、

日本の石炭火力発電所（電源開発磯子発電所）の訪問時には、天然ガス発電よりも排出量

が少なく、中国でも当該技術の活用を検討するべきという認識が高まったとの意見が聞か

れた。また、環境規劃院によると、中国政府は、石炭火力発電に対して、天然ガス発電と

同レベルの排出基準にまで下げるよう要求する方針であり、これは、本邦研修で学んだ具

体的な事例を踏まえて、政策提言したものである、とのことである。 

 

NOx 抑制技術導入企業に対する技術的アドバイス 

モデル企業における技術的アドバイスの過程で得られた成果から、中国国内の企業が活

用できる普遍的な NOx 対策のポイントを抽出し、技術ガイドラインへ盛り込むことは、中

国全体に活動成果を普及させる上でも重要な活動である。湘潭市環境保護局は、企業調査

結果に基づき、2013 年 9 月にセメント分野：中材湘潭セメント、鉄鋼分野：湖南華菱湘潭

鋼鉄、工業用ボイラ分野：湘潭電化集団の 3企業を選定した（活動 1-9）。日本側専門家は、

各社に対する技術的アドバイスを以下の通りに行っている。 

なお、湘潭市環境保護局からは、廃棄物焼却処理施設の建設及び運営に係る NOx 排出削

減について、アドバイスをして欲しいとの意向が出された。廃棄物焼却処理施設の必要性

が高まる中、近隣住民の反対により建設が困難な状況にあり、先進の NOx 抑制対策を住民
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に示すことで、建設への理解を促したいとのことである。この他、湘潭市環境保護局から

は、日本のセメント工場における廃棄物処理による NOx 抑制、及び中材セメントにおける

汚泥を用いた脱硝技術について取り組みたいとの意向が出された3。 

 

企業名 技術的アドバイスの実施状況 

中材湘潭セメント ・焼成工程における NOx 排出抑制に関わる施設機能について、10%～15%程度

の NOx 削減の可能性があること、及び省エネやアンモニア吹込みの自動抑制

に関して、コスト削減と NOx を含む汚染物質の排出削減の可能性があることが

判明した。 

・排ガス測定に必要な機材をプロジェクトで調達し、排ガス濃度測定を実施し

た。 

・企業側から、今後の省エネ対策にも資する NOx 排出削減対策に関する要望

を受けて、焼成工程における高温部位を有するキルン炉、仮焼炉、高温ガスダ

クトにおける外壁表面からの放散熱損失について、測定調査を実施し、技術ア

ドバイスを行った。 

・今後も、省エネの視点から、さらに NOx 排出削減対策について技術アドバイ

スを行う予定である。 

・日本側専門家の現場確認時の視点を通じて、湘潭市環境保護局、対象企業

の技術者が、セメント分野における NOx 排出改善のポイントについて理解を深

めた。 

湖南華菱湘潭鋼鉄 ・世界の焼結炉で採用されている NOx 対策手法、省エネ手法の事例を紹介し

たところ、第 2 号焼結炉にて NOx 排出マップを日本側専門家と作成していきた

いとの要望が出された。 

・日本側専門家の指導の下で、企業側は NOx 濃度測定に必要なフランジ（測

定孔）を設置し、排ガス測定を実施した。その後、供与機材の技術移転を兼ね

て、湘潭市環境保護局職員が主体となり、排ガス測定を実施した。 

・測定結果に基づき、NOx 排出マップを作成した。 

・焼結機における当面の NOx 排出濃度の目標値（最大 300mg/m3）を日本側専

門家に提出した。 

・今後は、NOx 排出削減対策の検討・立案について技術指導を行っていく予

定。 

湘潭電化集団 ・化学工場を市街地内から新規工業団地内に移設させる都市計画に基づき、

湘潭電化集団の生産工場の移転計画が進展する中、工業用ボイラの技術的ア

ドバイスを求められた。また、工場の移設に伴い、既存ボイラの移設と新規ボイ

ラの新設が計画されていた。 

・工業用ボイラの移設と新設にかかり、設備稼働後の運転技術の向上による

NOx 排出削減、及び設備の配置や補機の選択などの移転に伴う作業が NOx

抑制につながるものとなるよう、移設作業を請け負う業者選定のための入札仕

様書作成にかかる技術指導を行った4。 

・工場は、2014 年 12 月の操業を目指しているため、今後は、ボイラ稼働後の運

                                                  
3湘潭市環境保護局から、下水処理場から排出される汚泥処理について、JICA と環境省事業とに一部重複

が生じる可能性について指摘が出された。 
4環境アセスメントの申請と承認に要する期間と湘潭電化集団の生産再開の期日との兼ね合いから、日本側

専門家の技術アドバイスは入札書類には反映されていない。しかしながら、これらの過程を含めて、技術

ガイドラインには反映されていく予定である。 
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転に対して、技術指導を行っていく予定。 

 

 

以上の各活動の進捗状況から判断される成果１にかかる各指標の達成状況は以下の通り

である。 

 

指標 達成状況 今後の見通し 

指標 1-1： 

中国の NOx 抑制技

術の現状と課題の

認識が深まる。 

活動進捗にやや遅れがあるものの、概ね計

画通りに進んでいる。 

NOx 抑制技術ガイドラインの対象分野とし

ているセメント、鉄鋼、石炭火力及び工業用

ボイラについて、中国環境規劃院による文献

調査や専門家会合のほか、現地調査を通じ

て情報収集を行っている。 

専門家会合などを通じて情報を

収集するとともに、湘潭市のモ

デル企業で実施している技術

的アドバイスの過程にて、新た

に抽出された課題も含め、NOx

抑制技術ガイドラインに反映さ

せる予定である。 

指標 1-2： 

活動1-10の結果が

企業によって受け

入れられる。 

活動進捗にやや遅れがあるものの、概ね計

画通りに進んでいる。 

セメント、鉄鋼焼結炉については、排ガス測

定結果を用いて、NOx 排出削減に関する改

善策の提案を行っている。また、工業用ボイラ

では新たに脱硝装置が導入されるにあたり、

仕様書に含むべき事項等の留意点について

指導を実施した。 

提案内容に基づく企業の疑問

や新たな課題、要望応じて、引

き続き企業の NOx 抑制対策検

討に資するアドバイスを継続し

ていく予定である。 

指標 1-3： 

NOx 抑制技術ガイ

ドライン（案）が関連

行政機関、企業等

で参照される。 

活動進捗にやや遅れがあるものの、概ね計

画通りに進んでいる。 

NOx 抑制技術ガイドラインでは、環境保護部

での NOx 抑制に関する活動を促進し、技術

導入検討時の活用性を向上させるため、より

多くのケーススタディを示すなどの工夫を行っ

ている。 

各分野に詳しい専門家や企業

担当者からの意見を反映させ、

NOx 抑制技術ガイドラインの活

用性を更に高めていく予定であ

る。なお、同ガイドラインは、

2015 年 5 月に最終稿案が完成

し、2015 年 9 月のワークショップ

で発表される予定である。 

 

 

（2）成果 2 

 

成果 2： 大気汚染物質拡散シミュレーションの実施を通して、NOx 抑制効果把握手法が改

善される 

（指標） 

2-1： 湘潭市の大気汚染状況が的確に把握される 

2-2： シミュレーションが実施され、湘潭市の NOx 抑制計画の効果が把握される 

2-3： NOx に係る統計手法、モニタリング手法に係る検討結果が取りまとめられる 

2-4： NOx 抑制効果把握手法に係るハンドブック（案）が作成される 
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成果 2 は、全体としてはやや遅れが見られるものの、今後は中国側の理解度が高まるこ

とで、計画通りに進んでいくものと判断される。以下に、各活動の進捗状況を示す。 

 

成果 2 の実施体制 

成果 2 の実施体制として、当初計画通りに環境規劃院、湘潭市環境保護局、中国環境科

学研究院（自動車汚染排出モニタリングセンター）及び日本側専門家で構成されるワーキ

ンググループが設置されており、各機関の職員の能力向上に取り組む体制が整備されてい

る。なお、本プロジェクトの計画策定段階では、ガイドラインの政策部分の担当として環

境保護部環境経済政策研究センターの参加を予定していたが、環境規劃院で十分に担うこ

とができるため、同センターを実施体制から外したいとの申し出を環境保護部総量抑制司

より受けた。 

 

本邦研修の実施 

2013 年 12 月に実施された NOx 抑制効果把握に関わる本邦研修（活動 2-1）は、成果 2

にかかる重要な活動の一つとして位置づけられており、中央および地方の環境保護部門か

ら 15 名の関係者が参加した。研修内容は、日本の地方自治体における総量規制対策と企業

への指導、及び拡散シミュレーションモデルによる総量規制効果把握手法にかかる講義に

加え、大気質モニタリング・分析施設及びセメント工場と石炭火力発電所の NOx 対策の現

場を見学した。同研修を通じて、日本における NOx 総量規制にかかる法体系や環境データ

の測定と警報体制等を学び、総量規制の実施により大気質が改善される等を実感する機会

となっている。 

また、2014 年 11 月には、日本の NOx 抑制手法および政策の実践に関わる本邦研修の実

施（活動 2-9）が予定されており、環境保護部及び省の環境保護庁から 12 名、湘潭市環境

保護局から 4 名の計 16 名が参加する予定である。 

 

湘潭市の既存データ収集、基本解析の実施（活動 2-2） 

日本側専門家と環境規劃院が協議を重ね、湘潭市環境保護局が保有している既存データ

から活動 2-3、活動 2-4、活動 2-5、活動 2-6 に必要となるデータを選定した。その後、日

本側専門家の技術移転を受けて、環境保護局職員が基本解析の入力データとしての精度と

品質を確認した。また問題のあるデータについては、代替データを収集した。 

なお、成果２の実施に必要なデータは中国国家機密扱いに相当するため、中国側から日

本側にそのままデータ共有ができない状況であった。このため、中国側がデータの管理を

厳密にしながら、日本側が中国側への技術移転を実施するに必要な体制を双方で構築した。 
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シミュレーション用データの整備 

インターネットで公開されていた2012年の湘潭市環境大気測定局のデータ等から作成し

たダミーデータを使用し、成果 2 のワーキンググループに対して、大気質汚染構造・汚染

特質の解析にかかる指導を 2013 年 6 月に行った。その後、日本側専門家の指導の下で、湘

潭市環境保護局が実データを用いた解析に取り組み、プロジェクトの成果品を作成した（活

動 2-3）。また、同解析結果は、2014 年 5 月のセミナーにて湘潭市環境保護局職員が発表し

た。 

気象データの解析については、日本側専門家の指導の下、収集した気象データの精度チ

ェック及び拡散シミュレーションに必要な形式への変換が実施された。湘潭市環境保護局

に対する技術移転は継続されており、今後は大気汚染濃度と気象データとの相関解析の能

力を強化していく予定である（活動 2-4）。 

固定発生源の排出量の算定（活動 2-5）については、2014 年 6 月に作成された固定発生

源排出インベントリの精度を高めるための技術移転が行われている。また、2014 年 10 月

～11 月には、再委託業務にて開発するシステムの試用版ソフトウェア5をカウンターパート

と共に試用し、修正点・変更点を開発者にフィードバックする予定である。一方、移動発

生源の排出量の算定（活動 2-5）については、交通量調査等で入手したデータ及び湘潭市環

境保護局が保有するデータに基づき、移動発生源排出インベントリの作成方法にかかる技

術指導が実施されている。環境科学研究院からは、これまで中国では、車の保有台数から

排出量を算出していたが、プロジェクト活動を通じて、１時間当たりの交通量から排出量

を算出することを学んだとの意見が聞かれた。 

 

湘潭市の環境基準達成を評価するための大気拡散シミュレーションモデルの構築 

湘潭市の大気質に適したシミュレーションモデルの構築にかかり、詳細計画策定調査で

は、ADMS というシミュレーションモデルを用いることで日中は合意していた。しかしな

がら、日本側専門家と環境規劃院との協議の結果、中国の環境影響評価ガイドラインで推

奨されている US-EPA（米国環境保護庁）の CALPUFF モデルが中国では広く使用されて

いることから、同モデルを使用することで、日中は合意した。また、日本側専門家は、環

境規劃院に対して拡散シミュレーションモデルの活用方法、及び日本と中国の総量規制の

手法の違いに対する講義を行った。さらに、2013 年 10 月～11 月には、拡散シミュレーシ

ョンモデルの利用目的と基本原理の説明、及びテストデータを利用した拡散シミュレーシ

ョンモデルの実習を行った。今後は、大気質測定結果と拡散シミュレーションモデルでの

計算結果を比較し、結果に大きな差が見られれば、モデルのパラメーターを調整し、湘潭

市の実態に即したモデルを構築する予定である。 

湘潭市が計画しているNOx抑制の大気質濃度低減効果をシミュレーションで把握する活

動（活動 2-7）については、同市から 12.5 計画に基づく NOx 抑制計画の情報を収集した。

                                                  
5環境統計等から拡散計算入力用インベントリファイルを作成するためのソフトウェア 
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今後は、収集した発生源データに湘潭市が計画している NOx 抑制計画を反映させた上で、

拡散シミュレーションを実施し、濃度の低減効果を評価する予定である。 

また、NOx に係る統計手法、モニタリング手法の有り方を検討（活動 2-8）するため、

再委託業務により、湘潭市で自動測定されていない場所での測定を実施した。今後は、活

動 2-6 で構築した拡散シミュレーションモデルでの結果を用いて、モニタリングポイントの

配置の最適化を検討していく予定である。 

このほか、活動 2-11 にかかるワークショップの講師となり得る人材の育成にも取り組ん

でいく予定である。 

なお、湘潭市環境保護局からは、日本側専門家の技術指導を受けるために、固定発生源、

移動発生源、大気質データ整理、シミュレーションに係る各分野に担当者を配置し、各担

当者の技術能力は向上している。その一方で、業務全体を把握・統括する人材が不足して

いるため、最終的な目的を十分に理解できていない面があるとの意見が出された。 

 

NOx 抑制効果把握手法に係るハンドブック 

NOx 抑制効果把握手法に係るハンドブックは、上記の各活動及び環境省策定の「中国に

おける NOx 総量削減計画立案ハンドブック（2012.3）」を参考として作成される。環境規

劃院とは、ハンドブックの作成工程については確認しており、2015 年 1 月より作成作業が

本格化する予定である。日本側専門家は、各活動の技術指導に丁寧に取り組んできたこと

から、中国側の技術力に合わせたハンドブックが完成するものと期待される。なお、ハン

ドブックは、2015 年 9 月に実施予定のワークシップ（活動 2-11）において、湘潭市及び他

地域の行政職員に広く周知される予定である。また、成果１同様に、総量抑制司からは、

環境保護部が毎年実施する研修セミナーを使って、最終版のハンドブックを発表すること

も可能であるとの意見を得た。 

 

以上の各活動の進捗状況から判断される成果２にかかる各指標の達成状況は以下の通り

である。 

 

指標 達成状況 今後の見通し 

指標 2-1：  

湘潭市の大気汚染

状況が的確に把握

される。 

活動進捗にやや遅れがあるものの、

概ね計画通りに進んでいる。 

大気環境濃度の解析により大気汚

染状況が把握された。 

第 2 年次中に、拡散シミュレーションモ

デルにより、汚染源種類別の寄与を把

握する予定である。 

指標 2-2：  

シミュレーションが

実施され、湘潭市

の NOx 抑制計画

の効果が把握され

る。 

活動進捗にやや遅れがあるものの、

概ね計画通りに進んでいる。 

固定発生源排出インベントリについ

ては計算が可能となっている。移動

発生源排出量については一部代替

データを用いて拡散シミュレーション

モデルの利用が可能となっている。 

第 2 年次中に、NOx 抑制計画の実施前

および対策後について予測し、比較を

行う予定である。 
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指標 達成状況 今後の見通し 

指標 2-3：  

NOx に係る統計手

法、モニタリング手

法に係る検討結果

が取りまとめられ

る。 

活動進捗にやや遅れがあるものの、

概ね計画通りに進んでいる。 

大気環境濃度データの統計的解析

について検討した。 

統計手法の検討結果については、第 2

年次に取りまとめられる予定である。モ

ニタリング手法については、第 3 年次に

検討する予定である。 

指標 2-4： 

NOx 抑制効果把

握手法に係るハン

ドブック（案）が作成

される。 

活動進捗にやや遅れがあるものの、

概ね計画通りに進んでいる。 

NOx 排出効果把握手法に関するハ

ンドブック案の目次を協議・合意し

た。 

NOx 抑制効果把握に必要な拡散シミュ

レーションモデルの地方政府への普及

に向けて、湘潭市での具体的な拡散シ

ミュレーションモデルの構築方法を含む

ハンドブックの第 1 案を 2015 年 3 月まで

に作成する予定である。 
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3-3 プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標： 

NOx 抑制手法が改善される。 

（指標） 

1： NOx 抑制技術及び抑制効果把握手法の改善に係る経験が環境保護部に集約され、環

境保護部の NOx 抑制に係る活動に反映される。 

2：カウンターパートが NOx 抑制手法に係るワークショップの講師を務める。 

 

成果達成の進捗度にはやや遅れがあるものの、プロジェクト目標は、プロジェクト終了

までには達成される見込みがあると評価できる。 

 

本プロジェクトは、成果１及び成果 2 にかかる多様な活動を通して、NOx 抑制技術及び

抑制効果把握手法の改善に係る必要性を強調し、環境保護部門の関係者に対する能力強化

を実施している。中間レビュー時点までの活動を通じて、環境規劃院には NOx 抑制技術に

係る経験が集約されつつある。「NOx 抑制に係る技術ガイドライン」の作成については、

中国の現況に即した実用的なガイドラインとするために、現状を踏まえた適用可能な技術

の検討が行われている。また、中国国内の企業が活用できる普遍的な NOx 対策のポイント

を抽出し、技術ガイドラインに集約させる作業は、中国全体に活動成果を普及させる上で

も有効であり、環境保護部の NOx 抑制に係る活動を促進していくことが期待される。 

NOx 抑制効果把握手法の改善については、当該分野の経験を殆ど有していない行政職員

を対象とし、日本側からの技術指導が行われているため、基礎的な解析能力を習得するの

に多くの時間を要している。このため、現時点では技術移転を受けた経験を十分に活用で

きる段階には至っていないが、今後も引き続き能力強化を実施していく予定であることか

ら、シミュレーションモデルの構築・発生源インベントリ作成等については、プロジェク

トの終了までには、一定レベルに達する見込みはあると判断する。 

「NOx 抑制に係る技術ガイドライン」と「NOx 抑制効果把握手法に係るハンドブック」

を広く周知するためのワークショップは 2015 年 9 月頃に実施される予定である。同ワーク

ショップの時期、実施場所、講師候補等に関する協議及び調整は進められている。今後は、

ワークショップの講師ができる人材の育成を急ぐ必要があるが、本プロジェクトの成果を

地方都市へ普及する重要性については、環境保護部および環境規劃院ともに理解している

ことから、日中が協力して取り組むことができれば概ね達成できる見込みはあると判断さ

れる。 
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第 4 章 5 項目による評価 

 

4-1 妥当性 

 本プロジェクトの妥当性は以下の観点から高いと判断した。 

中国政府の政策・開発計画との整合性 

現行の「第 12 次五ヵ年計画」（以下、十二・五計画）において、NOx が主要汚染物質排

出総量削減に加わり、2010 年比で NOx 排出量を 10%削減することが拘束性のある目標値

として設定された。環境保護部によると、2011 年までは NOx 排出量が増加傾向であった

が、2012 年に減少に転じて 2.77%減となった。翌 2013 年にも 5%減を達成し、このまま対

策の効果が発現すれば、2015 年の目標値である 10%減は達成可能であるとの認識を中国側

は有している。また、業種別では、石炭発電業、自動車排出及びセメント業が中国におけ

る主要なNOx発生源を占めているが、近年では鉄鋼業のNOx排出レベルも上昇しており、

すでに重要な NOx 発生源として認識されている他、工業用ボイラ（石炭燃焼ボイラ）につ

いても、大気汚染物質対策の重点的な対象となっている。 

さらに、プロジェクト開始時以降、各産業にて新たに NOx 排出規制値6が制定されてお

り、政策が厳格化されてきている。 

本プロジェクトは、こうした中国側の環境政策を取り巻く環境の変化に合わせて、各業

界の NOx 抑制技術に係る各種活動に取り組んでおり、中国政府の政策・開発政策と整合し

ているといえる。 

 

ニーズとの整合性 

十二・五計画において初めて拘束性のある NOx 削減目標が掲げられたが、同計画の発表

時においては、脱硝技術の多くが導入開始段階にあり、機材導入の効果が想定レベルに達

しない等の課題が山積していた。また、十二・五計画では、地方都市ごとに NOx 排出総量

削減目標を設定する必要があるが、地方都市の環境保護局では、NOx 排出量の監督・管理

を担うに必要な経験・技術・事例がない状況が見られた。 

中間レビュー時において、十二・五計画は中間地点にあり、①１年目と２年目に開始し

た事業効果の発現、②技術改善、③大気汚染防止行動計画（大気十箇条）の推進により、

NOx 対策の効果は発現しつつある。「大気十箇条」とは、2013 年 9 月に中国国務院より発表

された行動計画であり、現在の中央政府が 2012 年～2017 年の５カ年間に、大気汚染対策に

取り組むことを約束している。また、大気十箇条の後半期間は次の十三・五計画が含まれ

るため、同計画に対する事前研究がすでに始まっており、本プロジェクトの主要カウンタ

ーパートである環境規劃院もこれに参加しているとのことである。 

                                                  
6鉄鋼焼結機：300mg/Nm3 ( 2012 年 10 月時点で既設の設備は 2015 年 1 月より適用)、セメントキルン：

400mg/Nm3 (2014 年 3 月時点で既設の設備は 2015 年７月より適用）、工業用ボイラ(石炭燃料)：300 
mg/Nm3 (2014 年 7 月時点で既設の設備は 2015 年 10 月より適用）、工業用ボイラ(油燃料)：250 mg/Nm3 (石
炭燃料ボイラに同じ)、工業用ボイラ(ガス燃料)：200mg/Nm3 (石炭燃料ボイラに同じ) 
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さらに、固定発生源と移動発生源の削減が大気中の NO2 の低減にどのように寄与するの

か等を把握することは、効率的かつ効果的な削減を検討していく上で必要であり、シミュ

レーションを用いた調査が不可欠である。上記の通り、十三・五計画の事前研究が進めら

れている中、同計画の目標設定において、大気汚染のニーズと削減総量との関連性を評価

する必要があり、地方都市での拡散シミュレーションによる評価は、環境規劃院に求めら

れている業務に役立つものである。また、中国政府としては、企業や国民に対して総量抑

制の効果を説明する責任がある中、NO2濃度の低下を示すことができないため、本プロジェ

クト実施しているシミュレーションモデルに期待しているとの意見も聞かれた。 

以上、本プロジェクトでは、環境保護部総量抑制司が実施機関となり、技術面、政策面、

シミュレーションを担当する環境規劃院、移動発生源を担当する環境科学研究院、地方都

市における NOx 対策を担当する湘潭市環境保護局をターゲットグループとして設定し、中

国側の要望に合わせた技術移転が日本側専門家より行われている。このため、本プロジェ

クトの実施は、ターゲットグループのニーズに整合した取り組みであるといえる。 

 

日本の援助政策との整合性 

中国に対する JICA 国別事業計画では、「環境問題など地球的規模の問題に対処するため

の協力」を援助重点分野としている。また、外務省の対中国事業展開計画（2010 年 8 月）

においても、「わが国にも直接影響が及ぶ広域的な環境問題への対策」を開発課題として位

置付けている。 

 以上から、本プロジェクトは、日本の援助方針に基づく取り組みであるといえる。 

 

4-2 有効性 

本プロジェクトの有効性は高いと判断される。 

本プロジェクトの目標および成果は、活動進捗にやや遅れがみられるものの、達成に向

けて活動実績を一つ一つ積み重ねているといえる。また、排ガス脱硝技術の新規導入だけ

でなく、燃料改善と燃焼改善を組み合わせた方法を用いることにより、省エネや NOx 削減

を同時に達成するという日本側専門家の技術アドバイスは、環境保護部側に企業側の NOx

対策のニーズを示す好材料となっている。 

プロジェクト目標の指標にかかり、環境保護部には NOx 抑制技術に係る経験が段階的に

集約されつつある。特に、成果１の重要な成果物となる「NOx 抑制に係る技術ガイドライ

ン」は、環境保護部の NOx 抑制に関する活動を促進するために、より多くの事例を含めた

実用的な技術ガイドラインとなるよう、日本側と中国側との交流の中で作業が進められて

いる。 

成果 2 にかかる NOx 抑制効果把握手法の改善についても、環境規劃院及び湘潭市環境保

護局の職員を対象として、日本側からの技術指導が行われている。現時点では習得した技

術を十分に活用できる段階にはないが、今後の能力強化を通じて、プロジェクトの終了ま
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でには、一定レベルに達する見込みはあると判断する。 

「NOx 抑制に係る技術ガイドライン」と「NOx 抑制効果把握手法に係るハンドブック」

を広く周知するためのワークショップは 2015 年 9 月頃に実施される予定である。プロジェ

クト目標の指標には、同ワークショップの講師をカウンターパートが務めることが設定さ

れており、今後は、講師を担う人材育成を急ぐ必要がある。本プロジェクトの成果を地方

都市へ普及する重要性については、環境保護部も理解していることから、ワークショップ

の開催に向けて、日中が協力して取り組むことができればプロジェクト目標は、プロジェ

クト協力期間終了までに概ね達成されることが見込まれる。 

 

4-3 効率性 

 本プロジェクトの効率性は高いと判断される。 

人的投入 

日本人専門家の投入について、中国側関係者とのコミュニケーション頻度がやや不足し、

プロジェクト後半においては、特に実施機関である総量抑制司との交流を深めていきたい

との意見が日本側から出されたが、人数、専門性、期間、派遣タイミングは適切であり、

総合的には概ね適切であるといえる。 

中国側の投入は、実施機関である総量抑制司に加え、環境規劃院、環境科学研究院、湘

潭市環境保護局の各職員がカウンターパートとしてプロジェクトに投入されている。また、

プロジェクト全体の調整は環境規劃院が担当している。プロジェクト開始当初は、日本側

専門家とのコミュニケーションや必要とする専門性等について困難な部分もあったが、定

例会（週 1 回）の実施や専門家室の設置により関係者間の信頼関係が構築され、その役割

を適切に果たしているといえる。また、プロジェクト活動の円滑な実施のために成果ごと

にワーキンググループが設置されており、成果 1 については日本側専門家とモデル企業 3

社との良好な関係構築、成果 2 についてはモデル都市の湘潭市の積極な参加が、両成果の

発現に貢献しているものと判断される。 

 

物的・財務的投入 

日本側の物的投入として、成果１に係る排ガス測定機材、及び成果 2 に係るシミュレー

ション関連機材が供与されている。当初計画よりも納期が遅れたものの、いずれもプロジ

ェクト活動の実施に必要な資機材であり、特に排ガス測定機材は、企業現場における NOx

及びその他大気汚染物質の排出状況を正確に把握することで、現状を踏まえた適切な目標

設定、技術的アドバイス及び対策の具体化に効果を発揮している。また、機材の使用方法

や維持管理にかかる技術指導も行われており、適切な投入であると判断する。 

中国側の投入として、プロジェクトの各活動に必要なローカルコストの負担が行われて

いる。このほか、モデル企業側が排ガス測定に必要な測定孔の設置工事を負担している。 

プロジェクトの残りにおいても、日中双方の効率的な投入を継続することができれば、
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プロジェクトの成果と目標の達成に貢献するものと判断される。 

 

本邦研修 

 本プロジェクトでは、中間レビュー時点までに 2 回の本邦研修を実施し、プロジェクト

目標の達成にかかる重要な役割を果たしている。同研修には中央と地方の環境保護部門に

従事する行政関係者（延べ 30 名）が参加し、日本の NOx 抑制技術及び NOx 抑制効果把握手

法を学ぶ重要な機会となっている。特に、セメント工場や石炭火力発電所などの企業現場

における NOx 対策、及び大気質モニタリング・分析施設等への視察から得たインパクトは

大きく、プロジェクトの必要性を理解する促進材料になったとの意見が多く聞かれた。 

2014 年 11 月には日本の NOx 抑制手法および政策の実践に係わる本邦研修が実施され、

湘潭市環境保護局の職員を含む 16 名が参加する予定である。 

 以上から、本邦研修は、プロジェクトの成果と目標の達成に大きく貢献していると判断

される。 

 

4-4 インパクト 

4.4.1 上位目標達成の見通し 

 

上位目標： 

先進的な NOx 抑制技術及び抑制手法が幅広く活用される。 

（指標） 

1. 環境保護部により、マニュアル、推薦抑制技術目録、正式出版物、教材の何れかが作

成されてそれが活用される。 

2. プロジェクトの成果がワークショップ等を通じて継続的に活用される。 

 

 中間レビュー時点における判断は時期尚早ではあるが、上位目標達成の見込みはやや高

いと考えられる。 

 

環境保護部は、プロジェクトの成果品である NOx 抑制技術ガイドライン及び抑制効果把

握手法に係るハンドブックを用いて、地方行政への NOx 抑制技術の普及に取り組んでいき

たいと考えている。このため、プロジェクト終了後に、これら成果物が研修教材、マニュ

アル若しくは正式出版物として作成される可能性は高いと推測される。また、環境保護部

は、プロジェクト開始前に、鉄鋼業汚染防止技術ガイドライン（試行版）及びセメント業

汚染防止技術ガイドライン（意見聴取版）を作成しており、両ガイドラインの最終版に本

プロジェクトの成果が反映されることも期待できる。 

 

プロジェクトでは、NOx 抑制技術ガイドライン及び抑制効果把握手法に係るハンドブッ
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クを広く周知するためのワークショップの開催（2015 年 9 月）に向けて、準備を進めてい

る。技術ガイドラインには、中国国内のニーズと課題を十分に分析した上で、企業側が導

入し易いよう省エネと NOx 抑制を同時に達成できる技術を含めていく予定であり、コスト

面、技術面の有効性を企業側に周知できれば、プロジェクト成果の受け入れにつながって

いくものと期待できる。また、中国政府は今後も積極的に大気汚染対策に取り組むことが

予測される中、地方都市への NOx 抑制手法の普及に対するニーズは高まっており、プロジ

ェクトの成果が、ワークショップ等を通じて、継続的に活用されていくことが期待される。

湘潭市環境保護局からは、国からの基準目標が提示される際に、技術ガイドラインに記載

される技術事例の紹介を同時に行うことが有効ではないか、との意見も出された。さらに、

総量抑制司からは、環境保護部が毎年実施する研修セミナーを使って、最終版技術ガイド

ラインの発表以降に実施する研修においても、それを活用した講義を行うことが可能であ

るとの意見を得ており、当該研修セミナーをプロジェクト成果の発表の場とすることは、

上位目標の達成にも貢献する重要なツールになると考えられる。 

 

4.4.2 波及効果 

政策面の波及効果として、本邦研修において、日本の NOx 総量規制の運用や企業現場に

おける NOx 抑制技術の効果を学んだことが、中国における NOx 対策を強化する上での根

拠につながっていることがあげられる。具体的には、中国の天然ガス発電よりも排出量が

少ない日本の石炭火力発電所（電源開発磯子発電所）への視察結果を踏まえて、環境規劃

院から政策提言が行われ、中国政府は、石炭火力発電に対して、天然ガス発電と同レベル

の排出基準にまで下げるよう要求する方針である。また、セメント業界に対する NOx 総量

抑制の強化にも、プロジェクト成果が貢献している。 

技術面についても、モデル企業に対する日本側専門家の技術アドバイスに基づき、NOx

対策の改善が図られた施設がある。具体的には、湖南華菱鋼鉄が排ガス測定のための測定

孔を企業負担で設置した結果、日本側専門家による測定が可能となり、その結果に基づき

NOx 低減・省エネ対策へと進展している。また、中材湘潭セメントに対しては、排ガス測

定に加えて、生産施設の外壁表面の放射熱損失に対する測定調査が実施され、日本側専門

家による省エネ対策に結び付く NOx 排出削減対策の導入に意欲を示している。 

今後は、企業側が導入し易い NOx 対策技術を環境保護部が把握することで、地方行政に

おける企業側への指導方法が改善されていくことが期待される。 

 

4-5 持続性 

政策・制度面／組織面 

プロジェクト目標及び上位目標に関連する、NOx 抑制技術の改善及び NOx 抑制手法の

幅広い活用は、中国の環境政策において重要な位置づけにあり、当面の間、この方針は変

わらないものと予測される。また、石炭火力発電及びセメント分野に対する NOx 総量抑制
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は、プロジェクトを通じて学んだ日本の NOx 抑制技術等に基づき、より厳しくされていく

方向性も認められる。 

こうした背景の中で、プロジェクトで作成される NOx 抑制技術ガイドラインは、中国の

地方都市に所在する企業が受け入れやすく省エネにも貢献する抑制技術を含めていく方針

である。また、全国に NOx 抑制効果把握手法を普及する必要性については、環境保護部は

理解しており、既存の環境統計システムとの連携を含め、抑制効果把握手法に係るハンド

ブックが、プロジェクト終了後も幅広く普及されていくことが期待される。このため、政

策・制度面におけるプロジェクトの持続性は比較的高いといえる。 

一方で、組織面については、今後、環境保護部は地方関係機関を支援していく立場にあ

るため、NOx 抑制手法の利用拡大に必要な人員を拡大していく必要がある。また、地方の

環境保護局については、環境保護部が実施するワークショップ等を通じて、人材育成を図

っていく必要がある。このため、組織面におけるプロジェクトによる成果は、環境保護部

による強化が図られれば、高いものと判断する。 

 

技術面 

環境規劃院の職員は、プロジェクト活動を通じて能力と意識の向上が図られている。ま

た、環境規劃院からは、プロジェクトの成果はすでに日常業務の中に反映されているとの

意見が出され、プロジェクト終了後も同様の業務を継続していく見通しは高いといえる。 

一方で、ハンドブック等を実際に使う部門である地方環境保護局の職員が技術を習得す

るには十分な研修期間が必要であり、日常の本来業務との兼ね合いをどのように整理すべ

きか環境保護部における検討が求められる（現在は、本来業務ではなく、プロジェクト活

動として取り組んでいる）。また、NOx 抑制効果把握手法を実施するには、各環境保護局に

ハイスペックの PC 機材等の整備も必要である。さらに、組織面にも関わることであるが、

個別分野の担当者の能力強化のみならず、全体業務を統括できる人材を配置し、適正技術

が維持される体制を整備していくことも重要である。 

以上、地方の環境保護局に対する技術面の支援が適切に行われれば、プロジェクト成果

の持続性に貢献するものと期待される。 

 

財政面 

現在実施されている活動は、中国の環境政策との整合性が必要に高いため、活動予算は

今後も確保される可能性が高いと推測される。 

また、現在のプロジェクト活動の実施において、財務面にかかる大きな問題は生じてい

ないことから、今後も問題はないものと判断する。 
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第 5 章結論 

 

第３章「プロジェクトの実績」及び第４章「５項目による評価」の結論として、本プロ

ジェクトの目標は、協力期間終了までに、達成されるものと判断される。概要は以下のと

おりである。 

 

本プロジェクトは、中国における NOx 抑制手法が改善されることを目的としている。 

中国においては、現行の十二・五計画における NOx 排出総量規制の目標達成に加え、プ

ロジェクト開始時点よりもより厳格化した各産業における NOx 排出量削減への対応が、行

政側および企業側に求められている。このため、本プロジェクトの実施は、中国側の政策、

及び開発ニーズと整合しており、妥当性は高いといえる。 

プロジェクト目標の指標にかかり、環境保護部には NOx 抑制技術に係る経験が段階的に

集約されつつある。特に、排ガス脱硝技術の新規導入だけでなく、燃料改善と燃焼改善を

組み合わせた方法を用いることにより、既存施設における省エネや NOx 削減を同時に達成

するという日本側専門家の技術アドバイスは、企業側の NOx 対策のニーズに応えたもので

あり、環境保護部に適用性の高い NOx 抑制技術の経験を集約する材料となっている。 

成果１の重要な成果物となる「NOx 抑制に係る技術ガイドライン」は、現在作成が進め

られているが、引き続き、環境保護部の NOx 抑制活動を促進する上での適用性と実用性が

高い技術ガイドラインとなるよう、更なる改善が求められる。成果 2 にかかる NOx 抑制効

果把握手法の改善についても、環境規劃院及び湘潭市環境保護局の職員を対象として、日

本側からの技術指導が行われ、各担当者の能力は向上している。今後も、シミュレーショ

ンの結果を政策立案に活用できるよう能力強化を継続することにより、プロジェクトの終

了までには、一定レベルに達する見込みはあると判断する。さらに、プロジェクト成果を

広く周知するためのワークショップについては、今後、講師を担う人材育成を急ぐと同時

に、日中が協力して残された課題に取り組むことができれば、プロジェクト目標は、プロ

ジェクト協力期間終了までに概ね達成されることが見込まれ、有効性は高いと判断する。

上位目標について、環境保護部は、プロジェクトの成果品を用いて、地方行政への NOx 抑

制技術の普及に取り組んでいきたいと考えている。このため、プロジェクト終了後に、こ

れら成果物が正式出版物として作成される可能性は高いと推測される。また、中国政府は

今後も積極的に大気汚染対策に取り組むことが予測される中、地方都市への NOx 抑制手法

の普及に対するニーズは高まっており、プロジェクトの成果が、ワークショップ等を通じ

て、継続的に活用されていくことが期待される。このため、中間レビュー時点の判断とし

て、インパクトはやや高いとする。 

本プロジェクトの投入は、上記の成果に対して適切であり、特に本邦研修は、プロジェ

クトの成果と目標の達成に大きく貢献しているため効率性は高いと判断される。 

持続性について、NOx 抑制技術ガイドラインには中国の地方都市に所在する企業のニー
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ズが高い省エネに貢献する抑制技術を含めていく方針であり、企業側に受け入れ可能な技

術であると考えられる。また、全国にNOx抑制効果把握手法を普及する必要性については、

環境保護部は理解しており、プロジェクト終了後も幅広く普及されていくことが期待され

る。一方で、今後、環境保護部は地方関係機関を支援していく立場にあるため、NOx 抑制

手法の利用拡大に必要な人員の増強、及び地方の環境保護局の人材育成・体制強化・機材

整備を図っていく必要がある。 

 

以上より、本プロジェクトは活動進捗にやや遅れがみられるものの、達成に向けて活動

実績を積み重ねており、当初予定した 2016 年 2 月のプロジェクト協力期間の終了までに、

プロジェクトの目標は達成されるものと判断される。 
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第 6 章 提言 

 

（１）協働体制の強化 

環境保護部総量抑制司及び環境規劃院は、プロジェクト前半部分の成果を有効活用でき

るよう、引き続きプロジェクトのモニタリング及び成果発現に関与することが求められる。

また、中国側からは、ニーズの変化を踏まえたプロジェクトの実施について要望があった。

このため、中国側は日本側専門家に積極的にニーズを発信するとともに、日本側専門家は

それをプロジェクト活動に反映させていていくことが重要である。 

 

（２）適用性と実用性の高い「NOx 抑制に係る技術ガイドライン」の作成 

NOx 抑制に係る技術ガイドラインが現場で広く活用されるために、中国側は更に緊密にこ

れまでのニーズに応じて研究を深めるとともに、設備中心の抑制技術の導入のみならず、

中国の窒素酸化物排出削減の進展状況に合わせながら、モデル企業との活動で得られたプ

ロジェクトの成果である省エネ管理、低 NOx 燃焼等の実践的かつ運用管理型指向のソフト

ウェア的な NOx 抑制手法にも焦点を当て、より適用性と実用性の高い技術ガイドラインの

作成を目指すことが重要である。 

 また、技術ガイドライン（案）に対するコメントを中国側から聴き取る機会を事前に設

定する必要がある。 

なお、湘潭市環境保護局からは、国からの基準目標が提示される際に、対応可能な技術

の事例として技術ガイドラインを推奨することが有効ではないか、との意見も出された。

また、環境保護部が毎年実施する研修セミナーを使って、最終版技術ガイドラインを継続

的に普及していくことも、上位目標の達成に貢献する。プロジェクト期間中に、普及方法

について十分に確認することが重要である。 

 

（３）技術交流セミナー、ワークショップの開催 

2014 年 12 月 5 日に実施予定の技術交流セミナーは、環境保護部と日本側専門家との共催

により、部、省、企業からの参加を想定している。日本側からは、省エネ対策等の企業側

に有用な対策が盛り込まれているため、技術交流セミナーを通じて、多くの企業にこれら

の対策を普及することを期待している。本プロジェクトの中間地点における成果を示す重

要な機会であることから、日本側と中国側の協力の上で、可能な限り多くの地方政府と企

業が集まるよう、準備をしていくことが重要である。 

また、「NOx 抑制に係る技術ガイドライン（案）」と「NOx 抑制効果把握手法に係るハン

ドブック（案）」を広く周知するためのワークショップは 2015 年 9 月頃に実施される予定

である。同ワークショップの開催は、プロジェクトの成果を発表すると同時に、地方政府

への普及を図る上で重要な役割を果たすことになる。プロジェクトでは、今後、ワークシ

ョップの講師の育成を急ぐ必要があるため、日中双方が協力し、これに取り組む必要があ
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る。なお、ワークショップの実施にあたっては、内容、効果、及び参加者の選定等につい

て日中双方での事前協議を行うことが重要である。 

 

（４）湖南省内の企業への普及 

 現在プロジェクトは、湘潭市のモデル企業に対して技術的アドバイスを実施しているが、

プロジェクト成果を水平展開させる手法や中国企業が NOx 対策を導入する上での課題を抽

出した結果からより多くのフィードバックを得ていくためには、湘潭市以外の湖南省内の

企業へ技術アドバイスを実施することが重要である。このため、プロジェクトの残り期間

においては、湖南省環境保護庁のプロジェクトへの参加を求め、湖南省内におけるプロジ

ェクト成果の普及を実施することは、プロジェクト目標及び上位目標をより高いレベルで

達成する上で重要であると判断する。 

 

（５）湘潭市環境保護局におけるシミュレーションモデルの実施体制の強化、及びシミュ

レーション結果の政策立案への活用 

湘潭市環境保護局によると、シミュレーションモデルの実施体制として、固定発生源、

移動発生源、大気質データ整理、及びシミュレーションに係る各分野に担当者を配置した。

日本人専門家から各分野の担当者に対してワークショップや個別指導を通じて技術移転を

行うことにより、各担当者の技術能力は向上している。その一方で、シミュレーション結

果を分析し、分析結果に基づき湘潭市の環境政策策定へのフィードバックに向けた業務の

全体像を把握・統括する人材が配置できていない、との意見が出された。このため、今後

は、最終的なシミュレーション業務の目的に対する理解と人員配置の不足を解消していく

必要がある。 

また、ハンドブック等を実際に使う部門である地方環境保護局の職員が新しい技術を習

得するには十分な研修期間と分かりやすい教材（操作指針等）が必要であるが、同時に中

国側もシミュレーションを本来業務として取り組む体制を整備する必要がある。ハンドブ

ックの内容のみならず、地方の環境保護局の実情も踏まえた地方への普及体制について、

日本側専門家と環境保護部の間で協議することが求められる。 

以上、プロジェクトの残り期間においては、各担当者の能力向上とともに、シミュレー

ションの実施及びその結果に基づく政策立案への反映が湘潭市環境保護局主体で実施でき

るよう、組織体制の能力向上にも取り組むことが重要である。 

 

（６）シミュレーションモデルの技術移転 

本プロジェクトでは、シミュレーションの技術移転を行うためにダミーデータを使って

トレーニングを実施している。このため、現時点においては、プロジェクトの成果である

「湘潭市におけるシミュレーションモデルの構築・実施・NOx 削減効果の把握」といった活

動が実施できていない。また、シミュレーションを運用するためのハンドブックや操作指
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針の整備が遅れ、中国側への体系的なトレーニングも完了していない状況の中、中国側に

よるシミュレーションの実施の目処も立っていない状況にある。プロジェクトの残り期間

では、湘潭市環境保護局がシミュレーションモデルを使用し、濃度削減の効果を検証でき

るレベルにまで技術指導の強化に善処していくことが求められる。 

 

（７）廃棄物焼却施設及びセメント業における廃棄物利用に係る NOx 対策 

湘潭市環境保護局から、廃棄物焼却処理施設に係る NOx 排出削減、及びセメント工場に

おける廃棄物処理に係る NOx 抑制（セメント燃焼工程での NOx 抑制）技術について取り組

みたいとの意向が示されたことを踏まえ、これらの技術アドバイスに関する本プロジェク

ト期間内の実施可能性について今後検討することとする。尚、湘潭市環境保護局では、日

本環境省と環境保護部汚染物排出総量抑制司の別事業を実施中であることから、引き続き、

双方の活動内容等について情報共有を行いながら進めることが重要である。 

 

（８）プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトの計画策定段階では、ガイドラインの政策部分のカウンターパートとし

て環境保護部環境経済政策研究センターの参加を予定していたが、環境規劃院で十分に担

うことができるため、同センターを実施体制から外したいとの申し出を環境保護部総量抑

制司より受けた。この点について日中双方で確認の上、対応することを提案する。 
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